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１．はじめに 

 全国の防災重点農業用ため池において防

災工事が推進されている．「ため池整備」1)で

は，重要度区分 AA 種のため池についてレベ

ル 2 地震動に対して求められる耐震性能は

限定された損傷にとどめる，つまり地震によ

る損傷が限定的なものにとどまり，土地改良

施設としての機能の回復が速やかに行う得

る性能と記述されている．現状は安定計算か

ら算定される沈下量が設定した許容沈下量

を下回れば耐震性能を満足すると判断して

いる．しかしながら，沈下量のみでは，速や

かな機能回復を達成し得るか評価できず，法

面を含めた変形を評価する必要がある．本研

究では，動的遠心載荷実験を実施し，堤体全

体の変形について定量的な評価手法を提案

する．  
２．実験概要 

 本実験は 50 G の遠心場で実施した．土槽

はアルミ製で幅 1.35 m×高さ 0.45 m×奥行

0.4 m である．Fig. 1 に実験概要図を示す．

Case 1 では無対策，Case 2 では押え盛土工

法，Case 3 では前刃金土工法の堤体をそれぞ

れ模擬した．堤体模型は実規模換算で堤高

10 m，地盤厚さは 7.5 m である．  
基盤ならびに堤体材料には鉾田砂を使用

し，刃金土には笠間土を使用した．鉾田砂の

土粒子密度は 2.65 g/cm3最大乾燥密度は 1.72 
g/cm3，最適含水比は 15.6 %である．笠間土

の土粒子密度は，2.59 g/cm3，最大乾燥密度

は 1.52 g/cm3，最適含水比は 23.4 %である．

基盤および堤体は締固め度 90 %で作製し

た．50 G の遠心力を載荷させ，地表面から

16 cm の位置まで注水し定常状態を確認し

てから加振した．入力波形は Fig. 2 に示すと

おり sin 波を 300 波で最大振幅は 6 m/s2 とし

た．Fig. 1 に示すように加速度および間隙水

圧，天端部の鉛直沈下量を計測した．また，実験前後に，堤体断面方向をレーザー変位

計により形状を計測した．  

(a) Case 1 無対策  

 
（b）Case 2 押え盛土工法  

(c) Case 3 前刃金土工法  
Fig. 1 実験ケースおよびセンサー位置図  

Test case and instrumentation 
 

Fig. 2 入力波形  
Input wave form 
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３．実験結果および考察 

Fig. 3 に各ケースの実規模換算した天端

中央の沈下量の時刻歴を示す．入力波形の

振幅が増大する 10 秒を経過した時点からす

べてのケースにおいて沈下量が増加する．

加振終了後の各ケースの天端上流の沈下量

はそれぞれ 1.295 m，0.655 m，1.228 m であ

った．Case 1 においては，天端沈下量計測

位置以外の箇所で天端が貯水位より沈下し

決壊した．無対策の堤体と比較して，押さえ

盛土工法および前刃金土工法のケースでは

沈下量が抑制されている．  
 Fig. 4 に実験終了後の各ケースの断面の

変形形状状況を示す．横軸は堤体中央部を 0
とした水平距離を，縦軸は堤体底面を 150 
mm とした高さを示している．Case 1 では上

下流法面において堤体が大きく変形すると

ともに，天端全体が大きく沈下した．Case 2
では，Case 1 と比較して沈下量ならびに下

流法面の変形が抑制された．Case 3 では，

Case 1 と比較すると天端全体の変形は抑制

されていることがわかる．  
各ケースの実験後の断面変形の程度を示

すために断面変形率を上流法面と天端，下

流法面と 3 つに区分して算定した．断面変

形率は，加振によって変化した断面積の和

（Fig. 5 の斜線部）を初期断面面積で除して

算定した．断面変形率が 0 %であるならば，

地震後において堤体の変形は発生していな

いことを示す．各ケースの断面変形率を

Table 1 に示す．各区分において，無対策の

Case 1 と比較して，Case 2 および Case 3 に

ついては断面変形率が低減しており，定量

的に堤体の変形を評価することができる．  
４．まとめ 

 本研究では，地震時のため池堤体の変形

形状を定量的に評価する手法を動的遠心載

荷実験結果から提案した．断面変形率を算

定することで，地震時の堤体の変形程度を

評価することができレベル 2 地震動に対す

る要求性能である速やかな機能回復に関す

る評価指標として用いることができる．ま

た，各種対策工法の実験結果や数値解析に

おいても，断面変形率を用いることで耐震

効果を比較・検証することが可能である．  
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Fig. 3 沈下量の時刻歴  
Recorded settlement of the top of the embankments 

 
（a）Case 1 

（b）Case 2 

（c）Case 3 
Fig. 4 加振後の堤体変形  

Deformation of the embankment after shaking 
 

Fig. 5 断面変形率の算定  
Calculation of sectional deformation rate 

 
Table. 1 断面変形率  

Sectional deformation rate 
 上流法面  天端  下流法面  

Case 1 21.8 % 16.5 % 30.3 % 

Case 2 13.4 % 6.2 % 5.5 % 

Case 3 17.9 % 11.4 % 17.5 % 
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